
事業者名  　佐渡瓦斯株式会社

円 円

82,596,849 15,084,395

78,762,792 11,495,395

7,266,623 3,589,000

65,878,405 33,418,554

2,647,672 8,937,230

2,965,828 2,601,271

4,264 7,719,675

72,800 3,767,075

3,761,257 2,608,500

2,000 208,384

3,759,257 1,283,948

721,147 1,146,691

△ 721,147 4,689,458

204,665,961 456,322

38,435,900

4,902,112

5,664,727 48,502,949

 108,106

2,635,577 238,759,861

6,708,888 40,000,000

461,484 198,759,861

128,764,101 10,000,000

1,936,876 188,759,861

1,517,382 別 途 積 立 金 165,900,000

7,885,191 繰 越 利 益 剰 余 金 22,859,861

5,256,261

522,356

△ 133,000 238,759,861

287,262,810 287,262,810

負 債 合 計

純 資 産 の 部

株 主 資 本

資 本 金

利 益 剰 余 金

利 益 準 備 金

未 収 入 金

関 係 会 社 短 期 貸 付 金

附 帯 事 業 原 料

そ の 他 流 動 資 産

原 料

前 払 費 用

純 資 産 合 計

負 債 純 資 産 合 計資 産 合 計

貸 倒 引 当 金

繰 延 税 金 資 産

附 帯 事 業 売 掛 金

附 帯 事 業 流 動 資 産

そ の 他 利 益 剰 余 金

貯 蔵 品

製 品

附 帯 事 業 設 備

出 資 金

繰 延 税 金 資 産

流 動 資 産

売 掛 金

投 資 そ の 他 の 資 産

そ の 他 投 資

現 金 及 び 預 金

未 払 費 用

預 り 金

未 払 法 人 税 等

関 係 会 社 短 期 債 務

無 形 固 定 資 産

賞 与 引 当 金

貸     借     対     照     表

資 産 の 部 負 債 の 部

平成25年12月31日現在

貸 倒 引 当 金

製 造 設 備

前 受 金

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

供 給 設 備

業 務 設 備

流 動 負 債

附 帯 事 業 流 動 負 債

未 払 金

固 定 負 債

退 職 給 付 引 当 金

役 員 退 職 慰 労 引 当 金

買 掛 金

附 帯 事 業 買 掛 金

建 設 仮 勘 定



 

個 別 注 記 表 

 

事業者名 佐渡瓦斯株式会社 

平成 25 年  1 月  1 日から 

平成 25 年 12 月 31 日まで 

 

１．重要な会計方針に係る事項に関する注記 

（１）資産の評価基準及び評価方法 

（イ）有価証券 

その他有価証券で時価のないものの評価は、移動平均法による原価法によっており

ます。 

  （ロ）たな卸資産 

 移動平均法による原価法（貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切

下げの方法）によっております。 

（２）固定資産の減価償却の方法 

有形固定資産 

 定率法によっております。 

 ただし、平成 10 年４月 1日以降取得した建物(建物附属設備を除く)については、定

額法によっております。 

 なお、主な耐用年数は次のとおりであります。 

 供給設備  13～22 年 

（３）引当金の計上基準 

（イ）貸倒引当金 

 債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸

倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計

上しております。 

（ロ）退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務の見込額に基づき、

当期末において発生していると認められる金額を計上しております。なお、当社は「退

職給付会計に関する実務指針（中間報告）」（日本公認会計士協会会計制度委員会報

告第 13 号平成 11 年９月 14 日）により簡便法を採用しております。 

（ハ）役員退職慰労引当金 

 役員の退職慰労金の支払に備えるため、支給内規に基づく期末要支給額を計上して

おります。 

（ニ）賞与引当金 

 従業員の賞与の支払に備えるため、支給見込額に基づき計上しております。 

 

 



（４）その他貸借対照表等の作成のための基本となる重要な事項 

消費税等の会計処理 

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。 

 

２．貸借対照表に関する注記 

     有形固定資産の減価償却累計額 389,033,517 円 

    

３．税効果会計に関する注記 

繰延税金資産 

退職給付引当金     3,638,075 円 

役員退職慰労引当金    1,105,412   

賞与引当金 381,848   

未納事業税 326,040   

少額資産償却超過額 224,095   

その他 1,126,075   

繰延税金資産小計 6,801,545   

評価性引当額 △1,105,412   

繰延税金資産合計 5,696,133   

 

４．１株当たり情報に関する注記 

（１）１株当たり純資産額             2,984 円 49 銭 

（２）１株当たり当期純利益             150 円 65 銭 

 

５．当期純損益金額 

  当期純利益                         12,052,036円 
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